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第３款　民　　生　　費

 １　社会福祉費

         １　施策の趣旨等
　市町村が設置する隣保館の耐震改修など施設整備を支援する。

２　施策の実施状況
　市町村名　亀岡市
　施　設　名　保津文化センター
　整備内容　耐震補強等

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５，３６０，０００円
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。
　京都府介護・福祉人材確保総合事業
　指標：福祉人材の確保
　目標：７，０００人（うち北部１，０００人）（平成２９年度まで）　実績：７，０２１人（うち北部１，０６２人）

２　施策の実施状況
茨　京都府介護・福祉人材確保総合事業
　　福祉人材の確保及び定着を図るための支援を行った。
　ア　福祉人材育成認証システム推進事業

　全国に先駆けた取組として、人材育成に積極的に取り組む福祉事業所を京都府が認証
し、公表する「きょうと福祉人材育成認証制度」を推進した。

　　　宣言事業者　　　累計６５７件
　　　認証事業者　　　　　２６９
　　　上位認証法人　　　　　７
　イ　人材確保・定着
　　契　福祉の星事業

　福祉業界のイメージアップのため、職場環境改善の啓発等の積極的な広報や事業所
の処遇改善加算の取得促進等を行った。

　　　　処遇改善加算取得率　９３％
　　形　介護・福祉人材プラットフォーム事業

　関係機関・団体からなるプラットフォーム（きょうと介護・福祉ジョブネット）に
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京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業

（ ）高 齢 者 支 援 課
介護・地域福祉課
障 害 者 支 援 課
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より、介護・福祉人材確保・定着に係る事業を企画・調整するとともに、情報発信等
を行った。

　　径　福祉人材カフェの運営
　福祉人材カフェにおいてきめ細やかな就業相談・支援を行うとともに、求職者支援
員の配置や福祉職場就職フェアの開催等を実施し、介護・福祉を担う人材の確保・定
着を図った。

　　　　福祉人材カフェ（京都ジョブパーク内）　　　相談件数　１，６７０件　就職者数　５３３人
　　　　北部福祉人材カフェ（北京都ジョブパーク内）　〃　　　１，４５９　　　　〃　　　３５０
　　　　福祉職場就職フェアの開催　　　　　　　　全域　　　　　２回　地域別　　　２回
　　　　福祉就活サポート事業　　　　　　　　　　就職者数　　　２８人
　ウ　人材育成

　小・中学生に対する職業教育プログラムや福祉職場未経験者への職場体験事業を実施
し、介護・福祉を担う人材を育成した。

　　　次世代の担い手育成事業　　　　　　　小学校１０校４９７人、中学校４校９４人
　　　職場体験事業　　２５６人
　エ　介護・福祉人材総合支援センターの運営

　介護福祉人材確保の拠点として、就業支援やマッチングに加え、就業後の研修や定着
支援までを一体的に実施した。

　　　就業相談・マッチング事業　内定者　２４０人
　　　再就職支援　　　　　　　　内定者　１３４
　オ　介護福祉士等修学資金貸付事業・介護人材再就職準備金貸付事業

　介護福祉士等を目指す学生への修学資金貸付制度の充実及び離職した介護人材が再就
職する際に必要となる準備金の貸付を実施した。

　　　修学資金貸付　　　　　　３５件　
　　　再就職準備金貸付　　　　１９　　
　カ　介護離職者等の福祉職場就労支援

　介護を理由に離職され、看取り後に社会復帰が困難な方等を対象とし、介護の専門知
識がなくても福祉職場への就労が可能な業務の切り分け等を実施した。

　キ　北部福祉人材養成システム推進事業
　宿泊施設を備えた実習施設と特別養護老人ホーム、保育所、障害者通所施設が一体と
なった総合実習センターを開設した。

芋　新・地域包括ケア総合交付金事業
　京都式地域包括ケアシステムの３大プロジェクト（認知症、リハビリ、看取り）を軸と
した、地域の特性に応じた市町村の積極的な取組や、団体による府全域を対象とした人材
育成事業、団体と市町村との連携による取組に対して交付金を交付した。
　　２１市町村　　　　　　　　　　　　３１，６２５，０００円
　　６団体　　　　　　　　　　　　　１０，４９５，０００



―６７―

鰯　看取りプロジェクト推進事業
　「『さいごまで自分らしく生きる』を支える京都ビジョン・京都アクション」に基づき、
看取りサポート専門人材の養成や、本人の意思を尊重した在宅及び施設における看取りの
支援等、看取り対策を推進した。
允　高齢者等見守り地域づくり事業
　地域の高齢者、障害者、児童等、要配慮者の見守り・生活支援を進めるため、地域の活
動団体を巻き込んだ「見守りネットワーク（絆ネット）」を構築するとともに、見守り団体
の強化・支援を実施した。
　　絆ネット構築市町村数　　　　　　　　　　１３市町　　
　　訪問見守りボランティア支援数　　　　　４４１団体
　　熱中症対策訪問世帯数　　　　　　　１４３，６２２世帯
印　元気な高齢者活躍推進事業
　元気な高齢者の介護分野への就労・社会参画を支援するための実習等を実施するととも
に、高齢者が地域の担い手として活躍できるようスキルアップ研修を開催した。
　　実習参加者数　　１６０人
　　研修　　　　　　２６０

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６７，７５２，９９７円

（うち  

       １　施策の趣旨等
　重度心身障害児（者）、ひとり親家庭及び重度心身障害のある高齢者の経済的負担の軽減を
図る。

２　施策の実施状況
　市町村が実施する福祉医療給付事業等に助成した。
                                 　　　　　  重度心身障害児（者）
　　　　　　　　　京　都　市　　　 京都市以外の市町村　　 　　　計
　　　　　　　倹検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検健
　医　療　費　１，１２５，５０５，１１２円　　　　８８６，３２３，１１４円　　　　２，０１１，８２８，２２６円
                                    　　　　　　ひとり親家庭
　　　　　　　　　京　都　市　　　 京都市以外の市町村　　　　 　計
　　　　　　　倹検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検健
　　　〃　　　　５１０，７０６，２９１円　　　　４０６，２５３，０４９円　　　　　　９１６，９５９，３４０円
                                　　　　　　　重度心身障害老人

　　　　　　　　　京　都　市　　 　京都市以外の市町村　　　 　　計
　　　　　　　倹検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検健
　　　〃　　　　６５１，０９０，９９２円　　　　４７０，４６４，２４３円　　　　１，１２１，５５５，２３５円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，０９６，４５１，３７８円
 （うち補助金　４，０９６，２０１，７００円）　

委託料　２９７，６２８，６７０円
補助金　１４４，８３４，８０７ ）

重度心身障害児（者）
等医療給付助成事業
（医療保険政策課）
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       １　施策の趣旨等
　生活困窮者自立支援法等に基づき、自立就労のサポート強化を行うなど、生活と就労の一
体的支援に積極的に取り組み、生活困窮者等の就労を総合的に支援する。

　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　生活困窮者自立相談支援者数　　　　　　　　　　　３，４００人　　　　２，６１２人
　京都自立就労サポートセンター利用者数　　　　　　２，０００　　　　　２，６５７
　中間的就労（有給雇用型）協力団体数　　　　　　　　　　２５団体　　　　　２３団体

２　施策の実施状況
茨　保健所における自立相談支援
　　保健所に相談支援員を配置し、生活困窮者の自立相談支援を実施した。
　　生活困窮者自立相談支援者数　　　　　　　　延べ６８５人
芋　就労サポートの推進
　「京都自立就労サポートセンター」において、生活困窮者自立相談支援事業のサポートや
中間的就労の場の開拓等を実施した。
　　自立相談支援機関への支援件数　　　　　　　　　３９０件
　　きょうと生活・就労おうえん団参加団体数　　　　４２２団体
　　うち中間的就労（有給雇用型）協力団体数　　　　１６７
　　中間的就労（有給雇用型）による支援者数　　　　　５７人
鰯　生活改善・社会訓練に向けた取組
　生活等に課題を抱える者にカウンセリング等を行う居場所を設置するとともに、就労の
ための訓練等を行った。
　　生活困窮者等の居場所利用者数　　　　　　　延べ３６７人
允　技能・基礎能力習得に向けた取組
　きめ細かい段階的な就労支援メニューとして、社会人基礎力向上のセミナーや、就職準
備訓練等を実施した。
　　就職準備等スキルアップ訓練参加者数　　　　　　　４人
印　子どもの居場所づくりの取組
　生活困窮世帯等の中学生等を対象に進路等を考える機会を提供するための居場所を設置
した。
　　利用者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８人
咽　就労準備支援事業者等の育成に向けた取組
　生活困窮者等の自立を支援する社会資源の育成のため、社会福祉法人・ＮＰＯ等を対象
に研修を実施した。
　　受講者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７，１１８，１６３円
 （うち委託料　４８，４５１，１１０円）　

京都式生活・就労一体
型支援事業
（福祉・援護課）



―６９―

       １　施策の趣旨等
　向日が丘支援学校周辺を福祉エリアとして一体的に整備し、障害者等が集い共生できる地
域構想を長岡京市と協働で策定する。

２　施策の実施状況
　地域に必要な福祉資源の調査や共生型地域づくり構想策定のための関係者協議を実施した。
　協議会実施回数　　５回

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５２，２６０円
 （うち委託料　４９３，５６０円）　

       １　施策の趣旨等
　高等学校等への入学支度金について、これまで入学後に支給していたものを入学の前年度
に支給し、経済的負担を軽減する。

２　施策の実施状況
　低所得者世帯等の生徒の高等学校等への進学に係る経費を進路決定後、入学前に支給した。
　支給件数　　４３１件

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６，０７２，０００円
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　東京オリンピック・パラリンピックに向けて、障害者スポーツの競技力向上と裾野の拡大
を進めるため、ハード・ソフト両面からの取組を実施する。

２　施策の実施状況
茨　車いす専用練習コースの設置
　丹波自然運動公園における車いす専用練習コース（マラソン・駅伝の練習）の整備に向
け、設計に着手した。
芋　車いす用トレーニング機器の整備
　京都トレーニングセンター内に車いすで使用できるトレーニング機器を整備した。

　鰯　京都府障害者スポーツフォーラムの開催
　広く府民や企業等に障害者スポーツを認知してもらう機会を提供し、障害者スポーツを
通じた社会参加の促進を図るため、京都府障害者スポーツフォーラムを開催した。
　　開催日：平成２９年１１月２３日（日）
　　場　所：グランドプリンスホテル京都
　　参加者：２２４人

向日が丘共生型地域づ
くり構想策定事業
（障害者支援課）

高校生入学準備支度金
事業
（福祉・援護課）

２　障害者福祉
費
（Ｐ１００）

１，７１２，８１８，０００
（１８，９５８，１７６，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
２７１，７８９，０００

障害者スポーツ
特別支援事業費
 ２，６５０，０００
障害者施設整備
助成費
 ２５９，１３９，０００　 　　　　　　　 
障害者文化・ス
ポーツ振興費
 １０，０００，０００

兼
献
献
献
献
献
献

献
献
献
験　　
　
　

券
献
献
献
献

献
献
献
献
献
鹸　　
　
　

１，４１８，６５５，５９８
（１８，６２３，７６７，２２３）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
４００，８３０，２２９

繰　入　金
３９，９６０，０００

繰　越　金
３，０１５，０００

府　　　債
１１５，０００，０００

一 般 財 源
８５９，８５０，３６９

障害者スポーツ特別支
援事業

（ ）スポーツ振興課
スポーツ施設整備課
障 害 者 支 援 課
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　　内　容：パネルディスカッション、基調講演
　　　　　　障害者スポーツデモンストレーション・体験会
　　　　　　障害者芸術作品のバナー展示、農福連携事業により生産した加工品の提供

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，２６７，９６３円

（うち  

         １　施策の趣旨等
　地域の特性や障害者の状況に応じた事業を実施し、障害者（児）が自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよう支援する。

２　施策の実施状況
茨　発達障害者支援事業
　発達障害者の自立と社会参加のため、ライフステージを通じて支援を実施した。
芋　地域生活支援事業
　能力や適性に応じ、障害者（児）が自立した日常生活や社会生活を送ることができるよ
う、相談事業やコミュニケーション支援事業に助成した。
　　２６市町村　６１８，９０４，０００円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４５，７８７，０７９円

（うち  

       １　施策の趣旨等
　障害福祉計画に定めるサービス見込量を確保するため、施設の創設や既設事業所の大規模
修繕等に要する経費を助成し、量的整備と質の向上を図る。

　指標：共同生活援助の支給決定見込量　　目標：１，５３１人　　実績：１，４６０人

２　施策の実施状況
茨　障害者支援施設（創設）
　　設置主体　　社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会
　　施設名　　　いこいの村栗の木寮（綾部市）
　　定員　　　　３６人
　　総事業費　　３０１，１７６，１４４円

委　託　料　１，２５７，８００円
備品購入費　２，３９２，２００ ）

障害者地域生活支援事
業
（障害者支援課）

委託料　１６８，２０９，５８２円
補助金　６７０，６８２，０００ ）

障害者施設整備助成事
業
（障害者支援課）
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　　補助額　　　２０３，４４２，０００
芋　障害者支援施設（防犯対策）
　　設置主体　　社会福祉法法人京都太陽の園
　　施設名　　　京都太陽の園（南丹市）
　　定員　　　　５０人
　　総事業費　　　１，５８２，２００円
　　補助額　　　　１，１８６，０００
鰯　生活介護・短期入所・相談支援事業（創設）
　　設置主体　　社会福祉法人ディアレスト
　　事業所名　　（仮称）ディアレスト障害者通所施設（八幡市）
　　定員　　　　２５人
　　総事業費　　２９４，２４４，２４０円
　　補助額　　　　２０，００７，０００
允　就労継続支援Ｂ型事業（改築）
　　設置主体　　社会福祉法人しあわせネットワーク
　　事業所名　　しあわせネット・勇気（福知山市）
　　定員　　　　２０人
　　総事業費　　　３４，９９２，０００円
　　補助額　　　　１３，３２４，０００
印　就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業（防犯対策）
　　設置主体　　特定非営利活動法人ENDEVERJAPAN
　　事業所名　　ジョブサポートセンターRINEN（向日市）
　　定員　　　　４０人
　　総事業費　　　　６５５，０００円
　　補助額　　　　　４９１，０００
咽　共同生活援助・短期入所事業（創設）
　　設置主体　　社会福祉法人南山城学園
　　事業所名　　（仮称）宇治蔭山地内グループホーム（宇治市）
　　定員　　　　２０人
　　総事業費　　２１１，０２８，３０５円
　　補助額　　　　５８，２３０，０００
員　共同生活援助・短期入所事業（創設）
　　設置主体　　一般社団法人あゆみ会
　　事業所名　　グループホーム三歩（南丹市）
　　定員　　　　１０人
　　総事業費　　　５３，４０６，０００円
　　補助額　　　　３１，８２０，０００
因　共同生活援助・短期入所事業（増築）
　　設置主体　　社会福祉法人あみの福祉会
　　事業所名　　共同生活住居「ほてい荘」（京丹後市）
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　　定員　　　　１２人
　　総事業費　　　１５，９７３，２００円
　　補助額　　　　　９，２９４，０００
姻　共同生活援助事業（スプリンクラー整備）
　　設置主体　　社会福祉法人松花苑
　　事業所名　　マイライフ松花苑イースト河原町ホーム（亀岡市）
　　定員　　　　５人
　　総事業費　　　４，８３９，０００円
　　補助額　　　　３，６２９，０００
引　共同生活援助事業（スプリンクラー整備）
　　設置主体　　社会福祉法人あらぐさ福祉会
　　事業所名　　ケアホームかざぐるま（長岡京市）
　　定員　　　　４人
　　総事業費　　　３，１３２，０００円
　　補助額　　　　１，２５５，０００
飲　共同生活援助事業（スプリンクラー整備）
　　設置主体　　社会福祉法人乙訓福祉会
　　事業所名　　共同生活介護事業所ハイツさくら（長岡京市）
　　定員　　　　４人
　　総事業費　　　４，１０４，０００円
　　補助額　　　　１，１６１，０００
淫　共同生活援助（防犯対策）
　　設置主体　　社会福祉法人久美の浜福祉会
　　事業所名　　佐濃ホーム（京丹後市）
　　定員　　　　１０人
　　総事業費　　　２，２８０，９６０円
　　補助額　　　　１，１４０，０００

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４５，５４９，０００円
（補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らせる共生社会を実現するため、障害
のある人の文化芸術及びスポーツ活動を推進する。

　指標：スポーツ、文化、芸術、レクリエーション活動への障害のある人の延べ参加者数
　目標：１３，０００人　実績：１２，４２５人

障害者文化・スポーツ
振興事業
（障害者支援課）
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２　施策の実施状況
茨　自立型障害者アート推進事業
　「きょうと障害者文化芸術推進機構」の運営や芸術作品のアーカイブ化を行い、文化芸術
活動を推進した。
　　障害者文化芸術展の企画・開催　　　　　来場者数　　　２，８４６人
　　地域アート展開催支援　　　　　　　　　　　　　　　　　１２箇所
　　「共生の芸術祭Ｈｅｌｌｏ　Ｗｏｒｌｄ」　来場者数　１１，１１４人
　　とっておきの芸術祭　　　　　　　　　　　　　　　３，９２５
　　アートサポーター等人材育成　　　　　　　　　　　　　５回
芋　障害者スポーツ推進事業
　　身近な施設でスポーツに親しむ障害者を増加させるため、指導員の養成や、スポーツ庁
　から指定を受けたナショナルトレーニングセンター（ＮＴＣ）の整備等障害者スポーツの
　推進を図った。
　　障害者スポーツ指導員養成講習会　　　　参加者数　　　　２９人
　　全国障害者スポーツ大会選手派遣　　　　選手派遣数　　　１８
　　全国車いす駅伝競走大会　　　　　　　　参加選手数　　１３２
　　パラリンピック競技ナショナルトレーニングセンターパワーリフティング強化合宿等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加選手数　　３６９
　障害者スポーツ拠点ＮＴＣの備品や宿泊施設等の整備、心身障害者福祉センター医療機
器更新　等

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２９，０６２，４５９円

       １　施策の趣旨等
　農福連携を軸に、障害者の就労促進や地域の人々と交流できる仕組みを構築し、障害者が
地域の担い手となる地域共生社会づくりを推進する。

２　施策の実施状況
　きょうと農福連携センターを設置し、農福連携を通じて地域社会づくりを行う事業所に対
して農産物等を販売する「マルシェ」の開催や、農業技術等に係るアドバイザーの派遣、就
農促進や意欲向上のためのキャリアパス制度の創設等により、技術面や財政面での支援を
行った。
　京都式農福連携補助金　　　　１７事業所　
　マルシェ開催　　　　　　　　１４回
　アドバイザー派遣　　　　　　８
　キャリアパス事業プレ認定　　８人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７６，７４２，６４７円
 （うち補助金　６５，１６０，２３８円）　

京都式農福連携構築事
業
（障害者支援課）
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       １　施策の趣旨等
　京都府手話言語条例に係る構想を策定する。

２　施策の実施状況
　当事者団体や支援者団体等で構成する検討会議において条例に係る構想を議論し、平成３０
年３月に条例を制定した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９２０，７４４円

       １　施策の趣旨等
　府民に対する窓口対応や聴覚障害のある職員が所属する職場に音声認識アプリを導入する
ことで、情報保障の一つとして府民対応力の向上や、職場改善等を行う。

２　施策の実施状況
　府民窓口となる府庁内各所属及び聴覚障害のある府職員の所属する職場に音声認識アプリ
であるＵＤトークを導入するとともに、導入希望がある部署に対してアカウントを発行し、
情報保障の充実を行った。
　導入部署　２９所属

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，５８５，１０８円

       １　施策の趣旨等
　福祉事業所の販売力向上に向けた高付加価値製品の開発支援等を実施する。

２　施策の実施状況
　福祉事務所にアドバイザーを派遣して製品開発を支援し、販売会を実施した。
　開発した製品数　　　　　　　　１２品目
　開発した製品の販売会の実施　　平成３０年２月２１日～３月１９日

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１１，５９８円
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　社会福祉施設の安全対策強化を図るため、非常通報装置の設置等を実施する。

２　施策の実施状況

京都府手話言語条例構
想策定事業
（障害者支援課）

コミュニケーション支
援アプリ導入事業
（障害者支援課）

福祉就労製品魅力アッ
プ事業
（障害者支援課）

社会福祉施設等安全対
策事業
（障害者支援課）
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　整備施設数　民間１施設
　整備内容　防犯カメラ

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，０８３，０００円
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　社会福祉施設における防火対策を推進するため、入所施設を有する障害者グループホーム
等の設備整備に対する助成を実施する。

２　施策の実施状況
　整備施設数　民間３施設
　整 備 内 容　スプリンクラー整備

３　執　　行　　額 ７，８４６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　家庭支援総合センターを中心に、市町村等関係機関と連携・協力し、配偶者からの暴力を
受けた者に対する相談対応、一時保護及び自立支援等を実施する。
　指標：自立支援計画を策定（概ね２週間以上の家庭支援総合センター入所者）し継続的に

支援する者
　目標：５０件　実績：４０件

２　施策の実施状況
茨　相談・支援機能の強化
　家庭支援総合センター（配偶者暴力相談支援センター）において、被害者に対する適切
な処遇を行うための相談・支援を実施した。
　　相談件数　　　　　　　　　　　　　　延べ８，９４２件
　　カウンセリング件数　　　　　　　　　　〃　　２６６
芋　一時保護、被害者の自立支援事業
　家庭支援総合センターにおける緊急一時保護や民間支援団体が運営する民間シェルター
に助成し、被害者支援の推進を図るとともに、被害者の地域生活を支援する地域生活サ
ポーターの養成を実施した。
　　一時保護人数　　　　　　　　　　　　　　　１１５人
　　地域生活サポーター養成数　　　　　　　　　　９５
鰯　協力機関の連携・協力
　関係機関・団体からなる「ＤＶネットワーク京都会議」を開催するとともに、参加関係
団体を対象とした「ＤＶを知ろう～二次被害を防ぐために～」を開催した。また、市町村

医療施設等防火対策推
進費
（障害者支援課）

３　婦人福祉費
（Ｐ１０２）

３３，０３２，０００
（１１４，９３５，０００）

３１，７１４，４３１
（１１３，１３０，１５６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

１２，０１２，０００
一 般 財 源

１９，７０２，４３１

ドメスティック・バイ
オレンス対策事業
（家庭支援課）
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相談員等を対象に研修を実施し、市町村におけるＤＶ施策の推進・連携体制を整備した。
　　ＤＶネットワーク京都会議　　　　　　　　　　３回
　　ＤＶ被害者シンポジウム参加者数　　　　　　１４０人
　　市町村相談員等研修　　　　　　　　　　　　　２回

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２，９６３，１５２円

       １　施策の趣旨等
　性暴力被害者に対して総合的な支援を提供する「京都性暴力被害者ワンストップ相談支援
センター」を運営し、被害者の心身の負担軽減とその回復を図るとともに、被害の潜在化を
防止し、性暴力のない社会づくりを推進する。

２　施策の実施状況
茨　性暴力被害者の状況に応じた支援を関係機関と連携して実施
　　電話相談　　　　　　　　　　　　１，５５５件
　　来所相談　　　　　　　　　　　　　１３５
　　同行支援　　　　　　　　　　　　　１１９
　　公費負担による経済的支援　医療費３８　カウンセリング２５２件
芋　性暴力被害者に対する相談支援ネットワークの強化
　　関係機関連携会議の開催　　　　　　　２回
鰯　性暴力被害者相談支援員の養成
　関係機関の支援をコーディネートできる専門的な知識やスキルを備えた人材の養成研修
を実施した。
　　支援員養成講座修了者　　　　　　　　１３人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８，７５１，２７９円
 （うち委託料　１６，７５６，８９１円）　

 

         １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図るとともに、高齢者健康福祉計画に基づく特別養護老人
ホーム等の創設及び既存施設の増改築を促進し、入居者の生活空間の量的整備と質的向上を
推進する。

　指標：特別養護老人ホーム、介護老人保健施設整備による定員の確保
　目標：１０人　　　実績：１０人

２　施策の実施状況

京都性暴力被害者ワン
ストップ相談支援セン
ター事業
（家庭支援課）

４　老人福祉費
（Ｐ１０２）

３６，２５１，３７６，０００
（３８，２５３，１９７，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ７１９，５５９，０００
京都式地域包括　 　　　　　　　 ケアセカンドス
テージ事業費

 　

兼
献
献
験

 　

券
献
献
鹸

３５，５２１，１９３，３１３
（３７，５１２，６３１，３８０）
決算額の財源
内訳
分担金及び負担
金 １８４，１７１，０００
国庫支出金
１８４，１７１，０００

財 産 収 入
１８９，８１８

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業
（高齢者支援課）
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         　茨　福祉有償運送事業
　通院等の外出に支援を有する高齢者の移動手段を確保するため、事業者の車両購入経費・
保有する車両の改造経費の助成及び運転協力者の養成講習会を実施した。
　　福祉車両購入等助成台数　　　　　　　　７台
　　運転協力者養成講習参加者数　　　　　　１１７人
芋　特別養護老人ホーム等整備事業
　特別養護老人ホーム等において、入居者の居住環境向上のための施設整備事業や家族と
入居者の交流のための宿泊室等整備事業に助成し、介護基盤整備を推進した。
　ア　設置主体　　社会福祉法人みねやま福祉会
　　　施設名　　　特別養護老人ホームマ・ルート（宮津市）
　　　定員　　　　特養６０人
　　　総事業費　　１，０３４，８２４，５３８円
　　　補助額　　　　１２１，２５９，０００
　イ　設置主体　　社会福祉法人成光苑
　　　施設名　　　特別養護老人ホーム岩戸ホーム（福知山市）
　　　定員　　　　特養９０人、ショート１０人
　　　総事業費　　１，４６０，３５４，４００円
　　　補助額　　　　１９８，９８４，０００
　ウ　設置主体　　社会福祉法人京都眞生福祉会
　　　施設名　　　特別養護老人ホーム亀岡たなばたの郷すばる館（西棟）（亀岡市）
　　　定員　　　　特養６０人、ショート２０人（整備後：全体　特養１５０人、ショート５０人）
　　　総事業費　　　９５５，２００，０００円
　　　補助額　　　　２６６，２５０，０００
　エ　設置主体　　社会福祉法人三福福祉会
　　　施設名　　　特別養護老人ホームきはだの郷（木津川市）
　　　定員　　　　特養１００人、ショート２０人
　　　総事業費　　１，１９１，８２６，６８０円
　　　補助額　　　　４１６，２５０，０００
　オ　設置主体　　社会福祉法人乙の国福祉会
　　　施設名　　　特別養護老人ホーム旭が丘ホーム（長岡京市）
　　　定員　　　　特養９０人、ショート１０人
　　　総事業費　　１，０４５，３１０，５０８円
　　　補助額　　　　２４７，５００，０００
　カ　設置主体　　社会福祉法人大樹会
　　　施設名　　　養護老人ホーム安岡園（舞鶴市）
　　　定員　　　　養護老人ホーム４８人
　　　総事業費　　　４７３，８６０，８００円
　　　補助額　　　　　８，９３８，０００

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，２７４，３７８，８７１円
 （うち補助金　１，２７２，６１１，７９６円）　

繰　入　金
１４，６８８，０００

繰　越　金
３，２４３，０００

府　　　債
１，２５２，０００，０００
一 般 財 源
３３，８８２，７３０，４９５
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       １　施策の趣旨等
　府民の高齢期における適切な医療を確保し、健康を守る。

２　施策の実施状況
　６５歳以上７０歳未満の高齢者のうち、高齢者の医療の確保に関する法律による医療等の給付
の対象とならない者を対象に、市町村が行う医療費の給付に助成した。
　　　　　　　　　京　都　市　　　京都市以外の市町村　　　　計
　医　療　費　　４５９，７４５，９０４円　　　６８２，１５７，６７０円　　　１，１４１，９０３，５７４円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１７７，７４１，３８３円
 （うち補助金　１，１７７，２３５，１８５円）　

       １　施策の趣旨等
　７５歳以上の高齢者に適切な医療を確保し、健康を守る。

２　施策の実施状況
茨　後期高齢者医療給付事業
　　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、医療費の一部を負担した。
芋　後期高齢者医療制度義務負担金
　　低所得者等の保険料軽減、高額な医療費の公費を負担した。
鰯　後期高齢者医療財政安定化基金積立金
　　後期高齢者医療財政安定化基金への積立てを行った。
　　平成２８年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　８１０，６３７，６８６円
　　執行額（積立金）　　　　　　　　　　　　　　　　５５２，７０２，８１８
　　（一般会計への繰出額　　　　　　　　　　　　　　５５５，０００，０００）
　　平成２９年度末現在高　　　　　　　　　　　　　　　８０８，３４０，５０４

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３，０５４，３８５，０５９円

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・健診データを活用し、後期高齢者一人ひとりの心身の特性に応じた、質の高
い保健事業を推進する。
　指標：データ活用市町村数　目標：２６市町村　実績：２５市町村

老人医療給付助成事業
（医療保険政策課）

後期高齢者医療助成事
業
（医療保険政策課）

負担金　３２，４８０，７４７，２８３円
補助金　　　１９，４４７，０００
積立金　　　５５２，７０２，８１８ ）

後期高齢者データヘル
ス推進事業
（医療保険政策課）
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２　施策の実施状況
　京都府後期高齢者医療広域連合と市町村が、健診結果やレセプトデータ等をもとに対象者
を選定し、一人ひとりの状況に応じた質の高い保健事業を行えるよう支援した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，６８８，０００円
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　国民健康保険等の財政基盤の安定化を図ることにより、国民健康保険事業の健全な運営を
確保する。

２　施策の実施状況
　府国民健康保険調整交付金を市町村に交付するとともに、基盤安定負担金及び高額医療費
共同事業負担金を交付した。
　また、京都府国民健康保険団体連合会等が行う国民健康保険事業の円滑・適正な運営を図
るために要する経費に助成し、国民健康保険事業の健全な運営を確保した。
 
　　　　　　京　都　市　　　　　 　　　 　　　　　　計

　 　１３，８６６，３７８，６８７円　　９，８２６，５５２，２２６円　２０，７００，０００円　２３，７１３，６３０，９１３円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３，７１３，６３０，９１３円

（うち  

       １　施策の趣旨等
　平成３０年度からの市町村国民健康保険の都道府県単位化に向け、国民健康保険財政の安定
化を図るため、国民健康保険財政安定化基金への積立てを行った。

２　施策の実施状況
　国民健康保険財政安定化基金への積立てを行った。
　平成２８年度末現在高　　　　　　　　　　　　１，１８２，０２６，３９５円
　執行額（積立金）　　　　　　　　　　　　　３，７６９，８５５，７５７
　（一般会計への繰出額　　　　　　　　　　　　　　　　　０）
　平成２９年度末現在高　　　　　　　　　　　　４，９５１，８８２，１５２

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，７６９，８５５，７５７円
 （積立金）　　　　　　

６　国民健康保
険連絡調整
費
（Ｐ１０４）

２７，４９６，６９５，０００
（２８，２０７，３８０，０００）

２７，４９６，３５４，３４６
（２８，２０６，４５３，４４６）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
３，７７３，０１８，０００
財 産 収 入

２３５，７５７
一 般 財 源
２３，７２３，１００，５８９

国民健康保険助成事業
（医療保険政策課）

京都市以外
の 市 町 村

京都府国民
健康保険団
体連合会等

補助額
及　び
交付額

補助金　１１，２４３，６３０，９１３円
交付金　１２，４７０，０００，０００ ）

国民健康保険財政安定
化基金積立金
（医療保険政策課）
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       １　施策の趣旨等
　国民健康保険制度の安定化を図るため、平成３０年度からの市町村国民健康保険の都道府県
単位化に向けた移行準備を行う。

２　施策の実施状況
　国保新制度に対応するため、都道府県単位で被保険者の資格管理を行うためのネットワー
クを整備した。
　また、国保運営の重要事項を審議する京都府国民健康保険運営協議会を設置した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，７６０，６７６円

       １　施策の趣旨等
　市町村国保が運営する医療施設の整備を支援し、地域の医療提供体制整備の促進を図る。

２　施策の実施状況
　京丹後市が実施する国保大宮診療所における外壁補強や待合室拡張等の改修を支援した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，１０７，０００円
 （補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　介護保険制度の円滑な運営を図る。

２　施策の実施状況
　介護保険法に基づき、市町村の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を負担した。
　要介護認定者数　　　　　１４８，１７０人
　受給者数　　　　　　　　１２３，６２９
　給付額　　　　　２１４，１５７，１８３，６６３円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１，１３４，９０１，６３４円
 （負担金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けられる社会の実現を図る。

２　施策の実施状況
茨　認知症総合対策事業

国民健康保険新制度移
行準備事業
（医療保険政策課）

国民健康保険直営診療
施設整備助成事業
（医療保険政策課）

７　介護保険推
進費
（Ｐ１０４）

３３，７３３，３０５，０００
（３５，５０４，６８０，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 ４６２，４５５，０００
京都式地域包括　 　　　　　　　 ケアセカンドス
テージ事業費

 　

兼
献
献
験

 　

券
献
献
鹸

３３，１８３，８８４，７７３
（３４，９５０，６５８，１２８）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ５４５，０００
国庫支出金

２７，９３６，０００
繰　入　金
１，０７７，９０４，６１７
繰　越　金
８７９，４８３，０００

一 般 財 源
３１，１９８，０１６，１５６

介護給付費負担事業
（高齢者支援課）

京都式地域包括ケアセ
カンドステージ事業

（ ）高 齢 者 支 援 課
介護・地域福祉課
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　ア　認知症の人とその家族を支えるため、早期発見・早期対応、相談体制の充実及び専門
的な診断等のサービスを充実し、医療・介護・福祉の連携体制の強化を図った。

　　　認知症疾患医療センターの設置　　　　　　　　　　８箇所
　　　認知症初期集中支援チームの設置　　　　　　　　　１７市町村
　　　初期認知症対応型カフェの設置　　　　　　　　　　　　　　　　２６
　　　認知症サポート医養成数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８人
　　　認知症対応力向上研修受講者数　　　　　　　　１，３０８
　　　高齢者あんしんサポート企業登録数　　　　　　　　　　　　　　４００事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　養成研修受講者数　１，４５２人
　イ　「京都認知症総合センター」等整備事業

　認知症の初期から重度まで、状態に応じた適時・適切なサービスを一体的に提供する
複合型施設「京都認知症総合センター」等を整備した。

　　契　認知症総合センター
　　　　設置主体　　社会福祉法人悠仁福祉会
　　　　施設名　　　京都認知症総合センター（宇治市）
　　　　総事業費　　４７７，９００，０００円
　　　　補助額　　　　３６，５００，０００
　　形　認知症ケアセンター
　　　　設置主体　　社会福祉法人カトリック京都司教区カリタス会
　　　　施設名　　　花笑みコミュニティカフェ（精華町）
　　　　総事業費　　６０４，７６６，２６０円
　　　　補助額　　　　８，２８０，０００
　ウ　日本版リンクワーカーの養成

　支援の空白期間となっている初期認知症の方への総合的な伴走支援を行うリンクワー
カーを養成した。

　　　リンクワーカー養成数　　　　　５１人
　エ　認知症アクションアライアンスの推進

　当事者ワーキンググループの設置等による認知症の方にやさしいまちづくりを推進し
た。

　オ　若年性認知症対策の推進
　就労継続できる環境の整備に向け、若年性認知症支援コーディネーターを設置すると
ともに、産業医等への理解促進のための研修を実施した。

芋　介護予防安心住まい推進事業
　市町村が実施する要介護状態となるおそれが高い高齢者等の住宅改修事業に対して助成
した。
　　１０市町　６３世帯
鰯　地域介護基盤整備促進事業
　地域医療介護総合確保基金を活用して、認知症グループホーム等の設置を促進し、量的
整備を行った。
　ア　地域密着型サービス等整備助成事業

　市町村の計画に基づき事業者が実施する認知症グループホーム等の整備事業に助成
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し、介護基盤整備を推進した。
　　　特別養護老人ホーム　　　　　　　　５箇所
　　　小規模特別養護老人ホーム　　　　　６　　　
　　　認知症高齢者グループホーム　　　　１０　　　　　　　
　　　小規模多機能型居宅介護事業所　　　１２　　　　　　　
　　　認知症対応型デイサービス　　　　　２
　　　介護予防拠点　　　　　　　　　　　１
　イ　施設開設準備経費等支援事業

　開設時から安定した質の高いサービスが提供できるよう、施設の開設準備に必要な初
年度経費に対して助成した。

　　　特別養護老人ホーム　　　　　　　　６箇所
　　　小規模特別養護老人ホーム　　　　　６
　　　認知症高齢者グループホーム　　　　１０
　　　小規模多機能型居宅介護事業所　　　１１
　　　定期巡回・臨時対応型訪問看護介護　１
允　京都地域包括ケア推進機構の事業展開
　京都地域包括ケア推進機構において、在宅療養あんしんプロジェクト、看取り対策プロ
ジェクト、認知症総合対策推進プロジェクト等７つの事業推進プロジェクトを実施すると
ともに、各保健所に地域包括ケア推進ネットを設置し、プロジェクトを実施する市町村及
び地域団体等に対し支援を行った。
印　介護・医療連携ケア推進事業
　ア　医療職と介護職の相互連携に必要な専門知識等に関する研修を実施した。
　　　受講者数　　医療的研修　　　　　　　　　　　　　　　　４５９人
　　　　　　　　　指導看護師養成研修　　　　　　　　　　　　１３５
　　　　　　　　　指導看護師フォローアップ研修　　　　　　　　５５
イ　看護職員と介護職員が連携して医療的ケアを安心・安全に提供することができるよう、
研修を実施している登録機関の質を担保するため、関係者会議等を開催した。

　　　開催数　　　　２回
咽　在宅療養あんしん病院登録システム推進強化事業
　在宅で療養する高齢者がいつでも必要な時に安心して適切な医療サービスを利用できる
よう、空床情報の公開によるスムーズな入院を支援するなど、在宅療養あんしん病院登録
システムを強化するとともに、医療・介護・福祉の関係者が連携した在宅医療をチームで
支える取組を推進した。
　　在宅療養あんしん病院指定数　　　１３８病院
　　登録者数　　　　　　　　　　　１２，６４１人
員　在宅療養サポート強化事業
　在宅療養者が病状増悪時等に安心して在宅療養生活が送れるよう、地区医師会や医療機
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関が連携した拠点の運営や在宅チームの活動を支援した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，０４８，９８３，１３９円

（うち  

 

　２　児童福祉費

         １　施策の趣旨等
　子育てに係る経済的負担を軽減し、子育てを社会全体で支援する。

２　施策の実施状況
　中学校卒業までの子どもを対象に、市町村が実施する子育て支援医療給付事業に対して助
成した。
　　　　　　　　　京　都　市　　京都市以外の市町村　　　　計
　医　療　費　　９５１，９４６，１６１円　　９６４，０２１，８７９円　　　１，９１５，９６８，０４０円

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，９４５，７５８，８９３円
 （うち補助金　１，９４５，５３７，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　発達障害の初診待機期間の半減に向け、専門職による相談体制強化、医師の養成・増員、
専門的な療育支援（放課後等デイサービスの拡充）の強化を図る。

　指標：スクリーニング実施率　　目標：５１％　　実績：４４．８％

２　施策の実施状況
　発達障害に係る初診待機時間の半減に向け、府南部地域の発達障害児への医療・療育の支
援拠点である府立こども発達支援センターにおいて新棟増築工事に着手するとともに相談体
制の強化等を実施した。
　発達障害・地域支援センターにおける相談員（臨床心理士等）の配置　　２人
　常勤医師（小児科）の増員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　発達障害の診断医師の養成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７，１９６，５５３円

（うち  

       １　施策の趣旨等
　急増・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、関係機関と連携を図り、未然
防止、早期発見・早期対応、再発防止に至るまで、一貫した施策を総合的に推進する。

委託料　　　６６，５１７，４０９円
補助金　１，４７２，０６１，４７６ ）

１　児童福祉総
務費
（Ｐ１０６）

６，７３１，３４２，０００
（９，７１７，５１０，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １１４，６６４，８００
発達障害児初診　 　　　　　　　 待機期間半減事
業

 　

兼
献
献
験

 　

券
献
献
鹸

５，７８９，６７６，１５９
（８，７４０，３２９，８０５）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
２５１，３５１，９９４

寄　附　金
５７２，０４２

繰　入　金
７４，７１５，６２０

繰　越　金
７９６，０００

諸　収　入
３４０，０００，０００

府　　　債
６３，０００，０００

一 般 財 源
５，０５９，２４０，５０３

京都子育て支援医療助
成事業
（医療保険政策課）

発達障害児初診待機期
間半減事業
（障害者支援課）

委託料　　３１，０５６，９５５円
補助金　　１０，６２５，４００ ）

児童虐待総合対策事業

（ ）こども総合対策課
家 庭 支 援 課
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２　施策の実施状況
茨　未然防止
　心理カウンセラー、医師、保健師等による相談・支援を行うとともに、児童虐待防止ネッ
トワーク会議を通じた関係機関との連携強化や市町村への虐待防止アドバイザーの派遣等
を実施した。
　　心理カウンセラー等による相談・支援　　延べ１１９人
　　虐待防止アドバイザーの派遣　　　　　　　　　１９市町
芋　早期発見・早期対応
　児童相談所への児童虐待対応協力員の配置、法的対応を行うための弁護士の招へいを実
施するとともに、相談援助を行う児童家庭支援センターの運営費に助成し、地域における
相談体制を充実した。
　　児童虐待対応協力員の配置　　　　　　　　　　１２人
　　弁護士への依頼件数　　　　　　　　　　　　　７３件
　　児童家庭支援センター相談人数　　　　延べ２，０４２人
鰯　再発防止
　　精神科医を配置し、保護者へのカウンセリングを実施した。
　　精神科医による保護者カウンセリング　　　　１６４件
允　市町村との連携強化
　市町村（要保護児童対策地域協議会）職員の保護者対応技術力の養成等、児童虐待に関
する専門的な対応・技術力の強化を図った。
　　要保護児童対策調整機関の調整担当者研修参加者数　　３４人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７１，６８７，８１６円

（うち  

       １　施策の趣旨等
　次代の社会を担う子どもや若者が、結婚や子育てに夢を持ち、家庭を築き、子どもを生み
育てる希望が叶う社会の実現に向け、抜本的・総合的な少子化対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
茨　子育てピアサポート事業
　ア　きょうと子育てピアサポートセンター事業

　「きょうと子育てピアサポートセンター」を運営し、市町村の「子育て世代包括支援セ
ンター」の支援を行った。

　　　子育て世代包括支援センター設置市町数　　　２０市町
　イ　オール京都子育て支援事業

　子育て支援に積極的に取り組む団体の認証制度を創設するとともに、認証団体が行う

委託料　　３，８４９，６２０円
補助金　２２，２６８，０００ ）

少子化対策総合戦略事
業
（こども総合対策課）
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子育て支援団体への中間的支援に対して助成した。
　　　認証団体数　　　　　　１２団体
　　　助成団体数　　　　　　７　
　　　助成額　　　　８，０７９，０００円　　　　　　　
　ウ　子どもを育む文化創造事業
　　契　「京都府少子化対策府民会議」の運営

　オール京都体制で子育てを応援する気運を醸成するため平成２８年度に設置した府民
会議を運営し、府民運動を展開した。

　　　　参画団体数　　　１８７団体
　　形　「きょうと育児の日（毎月１９日）」の普及・啓発
　　　　きょうと育児の日の普及・啓発を実施した。
　　　　ライトアップ事業　　平成２９年１１月２４日（２箇所）
　　径　「一緒にしあわせ！子育て京都」キャンペーンの実施

　パートナーや子どもとのふれあい写真を活用した広報啓発を特設サイト等で実施し
た。

　　　　移動写真展　　平成２９年１１～１２月（７箇所）　　　　　　　　
　　恵　京都府子育て支援表彰の実施

　子育て支援に寄与する事業所・団体に対する知事表彰を実施するとともに、先進事
例を特設サイトに掲載した。

　　　　被表彰団体　　１８団体
　　慶　一緒にしあわせ！学生ショート動画コンテストの開催

　結婚や子育てを応援する動画作品を募集して優秀作品を顕彰し、受賞作品を放映す
るなど広報啓発に活用した。

芋　保育人材等総合確保事業
　ア　保育士修学資金貸付等事業

　保育士資格取得のための修学資金、潜在保育士の再就職時の就職準備金、保育料等の
負担軽減のための貸付、保育補助者の雇上費の貸付を実施した。

　　　保育士修学資金貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１件　　　　
　　　潜在保育士の再就職準備金貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　７
　　　未就学児をもつ潜在保育士に対する保育所復帰支援に係る貸付　　　　１９　
　　　保育補助者雇上支援に係る貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　イ　保育人材確保・養成対策事業
　　契　働き続けられる保育職場づくり事業

　職位や役割、昇進に必要な研修・資格等を盛り込んだ、京都式キャリアパスの普及
のため、研修ハンドブックを保育士に配布するとともに、積極的に研修受講を進める
保育所等への助成、キャリアパス導入や事故防止に関するアドバイザー派遣を実施し
た。

　　　　助成数　　　　　　　　　８２箇所
　　　　アドバイザー派遣件数　　２７件
　　形　保育士への就職推進事業

　保育士養成校が在学生に行う就職促進のための講座等の経費の一部を助成し、保育
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士試験合格者に対し、保育実習を実施した。
　　　　助成数　　　　１校
　　　　保育実習　　　２人
　　径　保育の魅力発信キャンペーン事業

　保育団体等と合同で、学生や潜在保育士等に向けて保育の魅力を発信するwebサイ
トを作成し、保育士と学生による交流会を実施した。

　ウ　保育士・保育所マッチング支援事業
　京都府保育人材マッチング支援センターにおいて、保育士の就職相談、職業紹介・定
着支援のほか求人開拓などを実施し、保育人材の安定的確保・定着を図った。

　　　京都府保育人材マッチング支援センターにおけるマッチング数　　実績　５２人
　　　離職保育士バンク登録人数　　　　実績　１６０人
　エ　子育ての達人・子育て支援員等養成事業

　高齢者等が経験や知識を活かして子育て支援の場等で活躍する「子育ての達人」や、
小規模保育や家庭的保育等に従事する「子育て支援員」、放課後児童クラブで中心的な役
割を担う「放課後児童支援員」を養成した。

　　　子育ての達人　　養成数　　３１人
　　　子育て支援員　　　　　　　２０２
　　　放課後児童支援員　　　　　　３８３
鰯　「家計にやさしい」子育てあんしん京都事業
　ア　結婚・子育て応援住宅総合支援事業

　市町村が実施する新婚世帯、子育て（多子、三世代）世帯の住宅確保を支援する事業
に対する補助制度を創設し、経済的負担の軽減を図った。

　　契　新婚世帯スタートアップ支援
　　　　対象経費　新婚による新生活開始に係る新居住居費、引越し費用等
　　　　世帯への補助上限額　世帯所得３４０万円未満　　　　　　　２４万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４０万円以上５００万円未満　　１８
　　　　実施市町村　南山城村
　　形　多子世帯、三世代同居等推進支援
　　　　対象経費及び世帯への補助上限額　住宅リフォーム費用　　１００万円
　　　　住宅購入に係る仲介手数料　　　　　　　　　　　　　　　　４０
　　　　住宅賃借に係る仲介手数料　　　　　　　　　　　　　　　　５
　　　　実施市町村　京丹波町、南山城村
　イ　京の子育て応援総合融資事業

　子育てに係る費用全般を対象とした融資制度を金融機関と協働して実施し、子育て世
帯の経済的負担の軽減を図った。

　　　対 象 経 費　　子育てに係る経費全般
　　　限　　度　　額　　２００万円
　　　実施金融機関　　５機関
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　　　返 済 期 間　　１０年以内
　　　金　　　　利　　金融機関の通常金利より２％低利
　　　利 用 実 績　　２９件（累計５９件）
　ウ　第３子以降保育料無償化事業

　子育て世帯の経済的負担を軽減するため、市町村が実施する３人目以降の幼児教育・
保育料無償化事業に対して助成を行った。

　　　補助対象　　全市町村
　　　負担割合　　府、市１／２
　　　交 付 額　　６４２，７２２，０００円
允　きょうと婚活応援センター事業
　「きょうと婚活応援センター」を活動拠点とし、婚活マスターや婚活支援団体、民間企業
等と連携し、結婚の希望を持つ独身者の支援を行うとともに、団体会員制度と登録結婚支
援団体制度を通じて、事業所や団体の従業員への支援を行った。
　　本会員登録者数　　　　　１，７７０人　　
　　団体会員数　　　　　　　　　８０団体　　
　　婚活マスター登録数　　　　　４４人
　　登録結婚支援団体　　　　　　１０団体
印　若者ライフデザイン・育児と仕事両立体験事業
　若者（大学生や企業の若手社員）が人生設計を考えるきっかけとして、ワークショップ
の開催や仕事と子育てを両立している家庭と交流し、体験的に学ぶプログラムを実施し
た。　また、各大学・企業自身の取組としてのワークショップ実施を促進するため、ワーク
ショップ講師人材養成研修を実施した。
　　ワークショップ開催数　　　延べ３１校・団体
　　ワークショップ受講者数　　　１，３４２人
　　講師人材養成研修実施数　　延べ２１校・団体
　　仕事と育児の両立体験事業参加企業数　５社
咽　子ども・子育て基盤整備事業
　市町村が実施する子育て支援事業へ助成するとともに、病児保育や放課後児童クラブの
整備など、「安心して子育てしながら働きたい」という思いに応える基盤整備を実施した。

　ア　保育や地域の子育て支援充実事業
　市町村が地域の実情を踏まえ実施する放課後児童クラブ、延長保育事業、乳児家庭全
戸訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、ファミリー・サポートセンター
事業等に助成した。

　　　２６市町村
　イ　病児保育整備促進事業
　　　病児保育を実施するため、施設整備や運営費に助成した。
　　　１５市町村
　ウ　放課後児童クラブ等整備事業

　児童の安心・安全な居場所を確保するため、放課後児童クラブ室等の整備に助成した。
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　　　施設整備　　　１６箇所

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，４５５，３３６，０５２円

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　すべての子どもが生まれ育つ環境に左右されることなく、その将来に夢や希望を持って成
長していけるよう、施策を推進する。

２　施策の実施状況
茨　きょうとこどもの城づくり事業
　子どもたちが自分の家のように安心して過ごせる場所を作り、育ちや学びをサポートす
る総合的な支援を実施した。
　ア　ひとり親家庭等のこどもの居場所づくり事業
　　契　夏休み等短期型
　　　　夏休み等長期休暇期間中の生活習慣の確立及び学習等を支援した。
　　　　実施箇所　８箇所（８市町）　　参加世帯　１１７世帯
　　形　通年型
　　　　年間を通じ、居場所を開設し、生活習慣の確立及び学習等を支援した。
　　　　実施箇所　１７箇所（１０市町）　　参加世帯　１９８世帯
　　径　親の学び直し等の支援
　　　　こどもの居場所を活用し、ひとり親への生活相談及び学習等を支援した。
　　　　実施箇所　１箇所（１市町）　　参加世帯　　２６世帯
　イ　きょうとこども食堂開設・運営支援事業

　無償又は低価格で食事を提供し、様々な課題を抱える子どもとその保護者の居場所や
その他の福祉施策につなぐ入口となるこども食堂の開設・運営を支援した。
　実施箇所　３７箇所（９市町）

　ウ　子どもの未来づくりサポーター活動支援事業
　　　若い世代が主体となった子どもの貧困対策に係る取組みを支援した。
　　　実施箇所　８箇所（４市町）
　エ　巣立ち応援シェアハウス設置事業
　　　児童養護施設等の入所者が退所後に自立に向けた共同生活を営む住まいを設置した。
　　　実施箇所　１箇所
　オ　「こども食堂」食材供給体制構築事業

　食材提供者とこども食堂等食材受給者とのマッチングを行う「きょうとフードセン

委託料　　　８５，４１２，０８５円
補助金　３，０１８，２６７，７２０
貸付金　　３４０，０００，０００ ）

子どもの未来を守る事
業
（家庭支援課）
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ター」を設置し、供給体制のネットワークを強化した。
芋　施設等入所児童社会生活自立支援事業
　ア　就業定着支援事業　
　　　児童養護施設等と連携し、入所中から退所後まで切れ目のない支援を実施した。
　　　進路相談人数　２人　　研修実施回数　２０回
　イ　施設退所者居場所運営事業

　児童養護施設退所児童の居場所の運営と併せて生活相談等の寄り添い型支援を実施し
た。

　　　交流事業参加退所者数　延べ５８人
　ウ　施設等入所児童社会生活自立支援貸付事業

　保護者の援助が期待できない児童養護施設等入所者及び退所者が、安定した生活基盤
を築くことができるよう、資格取得及び家賃等生活に要する資金貸付を実施した。

　　　貸付件数　２１件
　エ　社会的養護自立支援事業

　措置解除後も引き続き支援が必要な者に対し、２２歳の年度末まで居住支援、生活費支
援を実施した。

　　　支援対象者数　３人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０７，５０９，５９６円
 （うち委託料　８４，２９１，４８１円）　

       １　施策の趣旨等
　保育所における医療的ケア児の受入れを促進するため、受入体制の整備を支援する。

２　施策の実施状況
　医療的ケア児を受入れる保育所に対して、看護師を配置する市町村へ助成を実施した。
　実施市町村数　　１市

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１４２，０００円
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　未就業保育士を発掘し、継続的に就労等の情報提供を行うとともに、就職相談会や保育実
習等を実施することで、円滑な就業を支援する。

２　施策の実施状況
　府内保育現場で未就業保育士の再就業支援研修を実施した。
　再就業支援研修実施回数　　３回

医療的ケア児保育支援
事業
（こども総合対策課）

保育士就職支援事業
（こども総合対策課）



施 策 の 実 施 状 況 と 成 果 等主 要 な 施 策決 算 額予 算 現 額科 目

円円

―９０―

　　　　　　　　参加者数　　２４人

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，４４８，２４９円
 （うち委託料　１，５００，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　児童の自立支援のための社会福祉施設の整備に対して助成する。

２　施策の実施状況
　　　施設名　　　　　　　　　　　　　　整備内容
　　峰山乳児院（民間施設）　　　　　家庭的養護を進めるための小規模化工事

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５７，５９７，０００円
 （補助金）　　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　就職が困難な状況にある母子家庭の母等に対し、安定した収入を得て自立した生活を送る
ことができるようジョブパーク等と連携して就労・生活を支援する。

２　施策の実施状況
茨　高等職業訓練促進給付金事業
　母子家庭の母等が、就職に有利な資格を取得するため養成機関へ通学している場合に給
付金を支給することで、生活の負担軽減を図った。
　　高等職業資格就学者数　　９人
芋　母子家庭等就職支援保育サービス事業
　ひとり親家庭自立支援センター等に保育ルームを設置し、職業訓練等に参加しやすい環
境を整備した。
　　保育ルームの設置　　　　５箇所
鰯　ひとり親家庭就職活動支援事業
　　母子家庭の母等を対象に就職面接会を実施した。
　　就職面接会の開催　　　　４回
允　母子家庭の母の就労支援事業
　直ちに就労を目指すことが困難な母子家庭の母に対し、就労体験・ビジネスマナーの習
得、心のケア等の生活支援を実施した。
　　実施箇所　　　　　　　　１箇所

児童養護施設整備事業
（家庭支援課）

３　母子福祉費
（Ｐ１０８）

６０，９７０，０００
（１，２１３，８４４，０００）

５８，１６９，８６０
（１，２０３，１２６，７２８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金

３１，７３４，２５０
一 般 財 源

２６，４３５，６１０

母子家庭等自立支援事
業
（家庭支援課）



―９１―

　　参加者　　　　　　　　　１４人（うち就職者８人）

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８，１６９，８６０円
 （うち委託料　４７，０５０，５４０円）　

 

 ４　災害救助費

         １　施策の趣旨等
　平成２９年台風２１号による被災者に対して、応急的な救助を行う。

２　施策の実施状況
　災害救助法に基づき、災害救助法適用市（舞鶴市）が実施した避難所の設置、食品の給与
等応急的な救助の経費を負担した。

３　執　　行　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１７２，４５０円
 （負担金）　　　　　

 

１　救　助　費
（Ｐ１１０）

２，０００，０００
（１５，８０７，０００）

１，１７２，４５０
（１４，８３８，６８０）

決算額の財源
内訳
国庫支出金

５８６，２２５
繰　入　金

５８６，２２５

緊急救助活動事業
（健康福祉総務課）


